全国統一行動の前進に向けたメッセージ

　全国の組合員の皆さん、2015春闘3.20自治労統一行動に結集し、全力でたたかいを進めていただいていることに敬意を表するとともに、自治労中央闘争委員会を代表して、たたかう決意を申し上げます。

2015春闘は先行する民間大手の回答が出そろい、3月18日の集中回答日には、各組合・産別組織の努力により、昨年を上回るベースアップの実施や年間一時金の前進回答などが相次ぎました。
深刻化する格差を是正するためには、この賃上げの動きを大手にとどまらず地場・中小や非正規などすべての労働者に波及させていくことが不可欠です。そのため、地場・中小企業の賃金に大きな影響を及ぼす公務員給与が重要であることはいうまでもなく、官民一体となって働くもの全体の「底上げ・底支え」の実現にむけた取り組みを進めていかなければなりません。
このような中、自治労は、第148回中央委員会で2015春闘方針を確認し、①賃金水準の確保・改善にむけた取り組み、②地方財政の確立にむけた取り組み、③格差是正と公正なワークルールを確立する取り組みの３つを重点課題として取り組みを進めてきました。
公務においては、「給与制度の総合的見直し」についての勧告が強行され、政府・総務省は、自治体においても同様の措置を実施するよう今なお強く要請をしています。これに対し、各単組は粘り強い交渉を展開し、多くの単組において見直しの先送り、実施の場合も国どおりではない内容での実施などを勝ち取ることができています。引き続き、民間の賃上げ動向なども見据えて公務員給与抑制の動きに抗する取り組みを進める必要があります。　　　 　

　さらに、政府の推し進めるホワイトカラー・エグゼンプションの導入や労働者派遣法改正など労働者保護ルール改悪についても一層の取り組みの強化が必要です。公共民間や全国一般をはじめとする民間職場の仲間とともに、地域社会を支える公共サービスの質や公正労働基準を確保するためにも連合に結集し、これらの動きに対して断固反対、撤回にむけたたたかいを進めなければなりません。
自治労2015春闘では、加盟する全単組の3．20統一行動への結集を提起し、これを背景として各単組は全力で交渉を進めてきました。引き続き、中央においては公務員連絡会に結集し、3月24日の人事院、内閣人事局交渉、25日の総務省交渉で春季段階における誠意ある最終回答を引き出します。
連合に結集する我々の力で、すべての労働者の処遇改善の取り組みが大きな実を結ぶよう、また、安心して働くことのできる社会が実現できるよう、最後までたたかう決意を明らかにし、連帯のメッセージといたします。ともにたたかいましょう。

2015年3月20日

全日本自治団体労働組合　　　

中央闘争委員長　氏家　常雄
